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一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
95
億
３
，
０
８
７
万
３
，
９
１

９
円
で
前
年
度
に
比
べ
８
・
９
％

の
増
、
歳
出
が
87
億
８
，
４
４
６

万
６
、
８
８
２
円
で
前
年
度
比

７
・
４
％
の
増
と
な
り
、
差
引
額

は
７
億
４
，
６
４
０
万
７
，
０
３

７
円
。
こ
の
う
ち
繰
越
明
許
費
繰

越
額
４
，
１
０
５
万
１
千
円
を
差

○
健
全
化
判
断
比
率
と
は
？

　

財
政
破
た
ん
団
体
が
出
る
の
を

未
然
に
防
ぐ
た
め
、
こ
れ
ま
で
一

般
会
計
と
一
部
の
特
別
会
計
の
み

で
判
断
し
て
い
た
財
政
指
標
を
、

地
方
公
共
団
体
の
全
会
計
だ
け
で

な
く
、
公
社
や
第
三
セ
ク
タ
ー
の

決
算
と
も
連
結
さ
せ
判
断
す
る
新

し
い
財
政
指
標
で
す
。
地
方
公
共

団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
に
基
づ
き
、
公
表
す
る
こ
と

に
な
る
の
は
、
実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債

費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
の
４
指

標
と
資
金
不
足
比
率
で
す
。

○
判
断
基
準
は
？

　

財
政
指
標
の
う
ち
１
つ
で
も

「
早
期
健
全
化
基
準
」
を
上
回
れ

ば
黄
色
信
号
。「
財
政
健
全
化
計

画
策
定
」、「
外
部
監
査
」
等
の
導

入
を
し
、
自
主
的
に
改
善
努
力
を

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て

財
政
悪
化
が
さ
ら
に
進
み
「
財
政

再
生
基
準
」
を
上
回
る
と
赤
信

号
。「
財
政
再
生
計
画
策
定
」
及
び

「
計
画
に
つ
い
て
の
国
の
同
意
」、

「
地
方
債
の
制
限
」
等
、
国
の
監
視

下
に
置
か
れ
、
町
の
事
業
が
大
幅

に
縮
小
さ
れ
結
果
的
に
住
民
サ
ー

ビ
ス
の
低
下
に
つ
な
が
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

○
那
珂
川
町
の
状
況
は
？

　

平
成
21
年
度
決
算
に
基
づ
き
算

定
さ
れ
た
那
珂
川
町
の
健
全
化
判

断
比
率
及
び
資
金
不
足
比
率
は
、

別
表
の
と
お
り
す
べ
て
国
の
基
準

値
以
下
と
な
り
ま
し
た
。
健
全
化

法
上
は
「
健
全
」
と
判
断
さ
れ
ま

し
た
が
、
町
税
収
入
が
少
な
く
、

地
方
交
付
税
へ
の
依
存
度
が
高
い

財
政
状
況
で
あ
る
こ
と
に
は
変
わ

り
な
く
、
継
続
的
な
行
財
政
改
革

の
推
進
を
図
り
、
健
全
財
政
の
運

営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
７
億

５
３
５
万
６
，
０
３
７
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

ま
た
、
８
つ
の
特
別
会
計
の
合

計
額
は
歳
入
が
45
億
６
，
５
４
７

万
８
，
２
８
１
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
、
23
・
０
％
の
減
、
歳
出
は

42
億
５
、
１
６
０
万
７
，
８
７
０

円
で
前
年
度
比
24
・
９
％
の
減
と

な
り
ま
し
た
。

　

水
道
事
業
会
計
で
は
、
資
本
的

収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足

す
る
９
，
０
４
６
万
６
，
８
９
５

円
は
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
、
建

設
改
良
積
立
金
等
で
補
て
ん
し
ま

し
た
。

一
般
会
計
の
概
要

　

歳
入
の
主
な
も
の
は
、
地
方
交

付
税
、
町
税
、
国
庫
支
出
金
及
び

臨
時
財
政
対
策
債
や
過
疎
対
策
事

業
債
等
の
地
方
債
で
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
依
存
財
源
と
自
主
財
源
の

構
成
比
は
、
そ
れ
ぞ
れ
68
・
３
％
、

31
・
７
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
の
主
な
も
の
の
第
１
は
、

民
生
費
で
、
統
合
保
育
園
建
設
事

業
費
の
ほ
か
、
各
種
の
福
祉
事
業

や
子
育
て
支
援
事
業
費
で
あ
り
ま

す
。
第
２
は
総
務
費
で
、
国
の
経

済
対
策
に
伴
う
定
額
給
付
金
給
付

事
業
や
、
定
住
促
進
を
図
る
た
め

の「
高
手
の
里
」整
備
事
業
、
ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
事
業
特
別
会
計
繰
出

金
の
ほ
か
、
総
務
管
理
費
な
ど
が

主
な
も
の
で
す
、
第
３
は
教
育
費

で
、
小
川
中
学
校
屋
内
体
育
館
改

築
工
事
や
校
舎
耐
震
工
事
な
ど
の

施
設
整
備
事
業
の
ほ
か
、
学
校
教

育
や
社
会
体
育
の
振
興
に
要
し
た

経
費
が
主
な
も
の
で
す
。
第
４
は

公
債
費
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
21
年
度
那
珂
川
町
の
一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
が
、

９
月
７
日
か
ら
９
月
13
日
ま
で
行
わ
れ
た
第
５
回
那
珂
川
町
議
会
定
例

会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

平
成
21
年
度
決
算
報
告

一
般
会
計
・
特
別
会
計
が
認
定

平
成
　
年
度　

那
珂
川
町
の
健
全
化
判
断
比
率
等
を
公
表
し
ま
す
。

※実質赤字額、連結実質赤字額が少ないため、「－（該当なし）」で表示しています。

※資金不足比率がない会計は「－（該当なし）」で表示しています。 ※会計毎に万円単位に端数調整しています。

指　　　標

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率

那珂川町

－ 

－ 

12.0％

57.7％

早期健全化基準

14.45％

19.45％

25.0  ％

350.0  ％

財政再生基準

20.00％

40.00％

35.0  ％

健　全　化　判　断　比　率

特　別　会　計　等

水　道　事　業　会　計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

農業集落排水事業特別会計

簡 易 水 道 特 別 会 計 

那珂川町

－ 

経営健全化基準

20.00％

資　金　不　足　比　率

21

会計名
区　分

国 民 健 康 保 険 21億7,613万円

823万円

1億4,726万円

3億1,329万円

12億9,673万円

3億3,244万円

4,691万円

2億4,447万円

45億6,546万円

2億3,553万円

1億4,677万円

20億1,852万円

790万円

1億4,498万円

2億6,672万円

12億2,266万円

3億1,918万円

4,394万円

2億2,771万円

42億5,161万円

2億1,003万円

2億3,724万円

1億5,761万円

33万円

228万円

4,657万円

7,407万円

1,326万円

297万円

1,676万円

3億1,385万円

2,550万円

△9,047万円

老　  人 　 保  　健

後 期 高 齢 者 医 療

介　  護　  保　  険

下　水　道　事　業

農業集落排水事業

簡 易 水 道 事 業

合　　　　　　　計

水道事業
収益的収支

資本的収支

決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出 差　　　引

ケーブルテレビ事業

特別会計・公営企業会計

歳 入歳 出

歳入決算額
95億3,087万円

町税
20億4,904万円
（21.5%）

繰越金
2億7,659万円
（2.9%）

諸収入
2億2,067万円
（2.3%）

繰入金
1億5,052万円
（1.6%）

分担金及び負担金
1億4,677万円
（1.5%）

使用料及び手数料
1億2,368万円
（1.3%）

財産収入
5,511万円（0.6%）寄附金

227万円（0.02%）

地方交付税
34億8,263万円
（36.5%）

国庫支出金
12億685万円
（12.7%）

町債町債
7億5,087万円7億5,087万円
（7.9%7.9%）

町債
7億5,087万円
（7.9%）

県支出金
6億641万円
（6.4%）

地方消費税交付金
1億7,449万円
（1.8%） その他

1億6,918万円（1.8%）

地方譲与税
1億1,579万円（1.2%）

自主財源
依存財源

歳出決算額
87億8,446万円

人件費
18億2,510万円
（20.8%）

補助費等
14億4,958万円
（16.5%）

普通建設費
14億2,871万円
（16.3%）

公債費
11億7,955万円
（13.4%）

繰出金
10億9,683万円
（12.5%）

物件費
9億9,798万円
（11.4%）

扶助費
4億8,709万円
（5.5%）

積立金
1億5,624万円（1.8%）

維持補修費
5,811万円
（0.7%）

貸付金
1億485万円（1.2%）

歳出決算額
87億8,446万円

民生費
20億3,410万円
（23.2%）

総務費
14億8,553万円
（16.9%）

教育費
12億1,152万円
（13.8%）

公債費
11億7,957万円
（13.4%）

土木費
8億7,972万円
（10.0%）

衛生費
8億1,212万円
（9.2%）

消防費
4億3,032万円
（4.9%）

農林水産業費
3億8,862万円（4.4%）

商工費
2億6,871万円（3.1%）

議会費
9,383万円（1.1%）

目的別性質別


